
 
 

令和８年５月号  

春日部労働基準監督署 

 春日部市粕壁東 1-20-30

春日部労働総合庁舎 2F 

 電話 048(615)9171 

労務管理、安全衛生、労働保険等に関する情報を提供いたします。 

掲載内容についてご不明な点がある場合には、当監督署までお問い合わせください。 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ① 高年齢労働者労働災害防止対策講習会の開催について 

   高年齢者の労働災害が年々増加しています。春日部労働基準監督署では、主

に過去に労働災害が発生している事業場を対象として、別紙（２、３頁参照）

のとおり、講習会を開催することとしました。 

上記対象以外の事業者様も無料で参加可能となっております。 

是非ご参加ください。 

 

②  全国安全衛生週間のお知らせ 

   本年も７月１日から同月７日までを本週間、６月１日から同月３０日までを準

備期間とする全国安全週間が全国一斉に実施されます。 

説明会の日程は次のとおりです。参加をお願いします。 

   ●開催日時及び場所 

    令和８年６月 ５日（金） 草加会場（草加文化会館） 

        ６月 ８日（月） 久喜会場（久喜菖蒲工業団地管理センター） 

        ６月１０日（水） 春日部会場（春日部市民文化会館） 

               注：春日部会場では、協会無災害表彰を同時実施 

               注：開始時刻はいずれの日程も１４時です。 

 

③ 熱中症クールワークキャンペーンが始まっています。 

   職場での熱中症により、1 年間に 10 人以上の方が亡くなり、1,５00 人以上

の方が 4 日以上仕事を休んでいます。 

   本年も４月から準備を始め、５月から取組を開始しましょう。 

 

④ 令和８（２０２６）年度の雇用保険料率のご案内 

今年度の雇用保険の料率が変わっています。 

お間違いの無いようご確認ください（４頁参照）。 



  

 人口動態の変化や高齢者の健康状態の向上等を背景に、労働力人口総数に占める 65 歳以上の労働

者の割合は長期的に上昇している傾向にあります。また、労働災害による休業４日以上の死傷者数に

占める 60 歳以上の高年齢者の割合も年々増加しており、令和６年には３割に達しています。 

 さらに、令和８年４月１日の改正労働安全衛生法より、事業者は高年齢労働者の特性に配慮した作

業環境の改善、作業の管理等、高年齢者の労働災害の防止を図ることが努力義務となり、高年齢労働

者の労働災害防止対策が積極的に求められているところです。こうしたことから、春日部労働基準監

督署では、高年齢労働者の労働災害防止対策講習会を開催することとしました。 

⾼年齢労働者の 
労働災害防⽌対策講習会 

春⽇部労働基準監督署で合計３回 

講習内容 
Ⅰ 改正労働安全衛⽣法等について （春⽇部労働基準監督署 担当官） 
Ⅱ ⾼年齢労働者の労働災害防⽌対策について 

（中央労働災害防⽌協会 ご担当者様）    

春日部労働基準監督署 

を開催します 

日程 時間 会場 申込 

令和８年５月２９日（金） 

 

14:00～16:00 春日部労働基準監督署

（春日部市春日部東 1-20-30 

春日部労働総合庁舎２階）※ 

 

 

令和８年７月 ２日（木） 

  

令和８年７月１５日（水） 

  

 

 

開催⽇程及び会場 

 
※令和７年６月に移転しました（裏面参照）。 

※庁舎屋上に無料駐車場はありますが、台数に限りがございます。 

※申込みは裏面記載の受付サイトからもできます。ご覧ください。 

 



 
 
 
 
 
 
 
 
 

お問い合わせ先 

申込⽅法 

労働局（労働基準関係）・労働基準監督署説明会 

受付サイトよりお申込みください。 

 URL: https://www.roudoukyoku-setsumeikai.mhlw.go.jp/ 

●「埼玉」をクリックしていただき、裏面掲載の開

催日程及び会場一覧から希望する講習会を選択

し、お申し込みください。 

 

●申込完了メールが届きます。 

 当日受付で申込完了メールの画面、又はメール

を印刷したものをご提示ください。 

 

二次元 

コード 

申込み誤りがないか十分

に確認をお願いします。 

 

春日部労働基準監督署 安全衛生課 

所在地   春日部市粕壁東 1-20-30 春日部労働総合庁舎２階 

電話番号 048-615-9175 



令和８（202６）年４月１日から令和９（202７）年３月31日までの雇用保険料率は以下

のとおりです。

事業主・被保険者の皆さまへ

令和８（202６）年度 雇用保険料率のご案内

LL0８０３１２保01

＜令和８年度の雇用保険料率＞

（枠内の下段は令和７年４月～令和８年３月の雇用保険料率）

①＋②
雇用保険料率

②①
労働者負担
（失業等給付・
育児休業給付の
保険料率のみ）

負担者

事業の種類
雇用保険二事業
の保険料率

失業等給付・
育児休業給付の
保険料率

事業主負担

13.5/1,0003.5/1,0005/1,0008.5/1,0005/1,000一般の事業

14.5/1,0003.5/1,0005.5/1,0009/1,0005.5/1,000（令和７年度）

15.5/1,0003.5/1,0006/1,0009.5/1,0006/1,000農林水産・
清酒製造の事業

16.5/1,0003.5/1,0006.5/1,00010/1,0006.5/1,000
（令和７年度）

16.5/1,0004.5/1,0006/1,00010.5/1,0006/1,000建設の事業

17.5/1,0004.5/1,0006.5/1,00011/1,0006.5/1,000
（令和７年度）

※

※ 園芸サービス、牛馬の育成、酪農、養鶏、養豚、内水面養殖および特定の船員を雇用する事業については一
般の事業の率が適用されます。

• 失業等給付等の保険料率は、労働者負担・事業主負担ともに5/1,000に変更に

なります（農林水産・清酒製造の事業及び建設の事業は6/1,000に変更になり

ます。）。

• 雇用保険二事業の保険料率（事業主のみ負担）は、引き続き3.5/1,000です（建

設の事業は4.5/1,000です。）。

（赤字は変更部分）


